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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、書面交付
請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の
皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお
送りいたします。

第130期定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

第130期（2024年１月１日から2024年12月31日まで）

連結注記表
個別注記表

株式会社不二家
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連結注記表

連結注記表
Ⅰ 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 ６社 （株）ダロワイヨジャポン

（株）不二家システムセンター
　不二家乳業（株）
　不二家（杭州）食品有限公司
（株）不二家神戸
　日本食材（株）

　当連結会計年度において、㈱不二家福島は当社を存続会社とする吸収合併により消滅した
ため、連結範囲から除外しております。

（2）主要な非連結子会社の名称 不二家テクノサービス（株）
非連結会社について連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産額、売上高、当期純損益（持分に
見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を
及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の関連会社数 １社 B-R サーティワンアイスクリーム（株）
（2）主要な持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

主要な非連結子会社及び関連会社の名称 不二家テクノサービス（株）
　なお、持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益（持分
に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と
しても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。
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３．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

②　棚卸資産 製品、仕掛品及び貯蔵品は、主として総平均法による原価法
原材料は、主として最終仕入原価法による原価法
（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

③　デリバティブ 時価法
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって
おります。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
き、また、商標権につきましては、10年～15年の定額法により償却しております。

③　リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　将来の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しておりま
す。
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②　賞与引当金
　従業員に支給する賞与に充てるため、賞与支給規程に従い、将来の支給見込額のうち当連
結会計年度の負担額を計上しております。

③　役員退職慰労引当金
　役員の退職給付に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当連結会計年度末要支給額を
計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（９年）による定額法により、発生の翌連結会計年度から費用処理して
おります。

（5）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準
　在外連結子会社の資産、負債、収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上して
おります。

（6）重要な収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義
務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとお
りであります。
①　洋菓子事業

　洋菓子事業においては、ケーキ、ベーカリー、デザート、アイスクリーム等洋菓子の製
造・販売、喫茶及び飲食店の経営を行っております。
　直営店における洋菓子の販売・喫茶及びレストランの運営については、顧客に商品または
製品を引き渡した時点、飲食サービスを提供した時点でそれぞれ履行義務が充足されること
から、顧客から対価を収受した時点で収益を認識しております。顧客との契約において約束
された対価は、概ね履行義務の充足時点にて回収しており、対価の金額に重要な金融要素は
含まれておりません。
　フランチャイズ加盟店や量販店等への販売については、顧客との販売契約等で定められた
契約条件に基づき、主として製品または商品を引き渡す履行義務を負っております。当該履
行義務は、製品または商品を引渡す一時点において顧客が当該製品または商品に対する支配
を獲得して充足されますが、製品または商品の出荷時から引渡時までの期間が通常の期間で
あることから、当該製品または商品の出荷時点で収益を認識しております。
　なお、取引価格は顧客との契約において約束された対価から、販売奨励金またはセンター
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フィー等を控除した金額で測定しております。顧客との契約において約束された対価のう
ち、顧客に返金すると見込んでいる額については、契約条件や過去の実績等を含む合理的に
利用可能な情報から見積もっております。
　約束された対価は履行義務の充足時点から概ね１ヶ月以内で回収しており、対価の金額に
重要な金融要素は含まれておりません。

②　製菓事業
　製菓事業においては、チョコレート、キャンディ、ビスケット、飲料及び乳製品等菓子食
品の製造及び販売を行っております。
　当該販売については、顧客との販売契約で定められた契約条件に基づき、製品または商品
を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、製品または商品を引渡す一時点に
おいて顧客が当該製品または商品に対する支配を獲得して充足されますが、製品または商品
の出荷時から引渡時までの期間が通常の期間であることから、当該製品または商品の出荷時
点で収益を認識しております。
　なお、取引価格は顧客との契約において約束された対価から、値引き及びリベート等を加
味した価格を控除した金額で測定しております。顧客との契約において約束された対価のう
ち、顧客に返金すると見込んでいる額については、契約条件や過去の実績等を含む合理的に
利用可能な情報から見積もっております。
　約束された対価は履行義務の充足時点から概ね１ヶ月以内で回収しており、対価の金額に
重要な金融要素は含まれておりません。

（7）重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……為替予約取引等
ヘッジ対象……原材料輸入に係る外貨建予定取引

③　ヘッジ方針
　原材料輸入に係る為替変動リスクについて、ヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ対象及びヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、そ
の変動額の比率によって有効性を評価しています。
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項　　目 金　　額
減損損失 118
有形固定資産 39,908
無形固定資産 1,669

Ⅱ 表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
　前連結会計年度において、営業外費用の「雑損失」に含めて表示しておりました「支払補償
費」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。
　なお、前連結会計年度の「支払補償費」は20百万円であります。

Ⅲ 会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損

１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
（単位：百万円）

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
（1）算出方法

　当社グループは、主として事業セグメントを基礎として資産のグルーピングを行っておりま
す。洋菓子セグメントについては、工場等の資産グループと直営店の資産グループに大別さ
れ、直営店の資産グループのうち、洋菓子店舗及び外食店舗につきましては店舗別資産ごとに
グルーピングを行っております。その他、賃貸用資産及び遊休資産等につきましては個々の資
産ごとにグルーピングを行っております。収益性が著しく低下した資産グループについて、固
定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減損損失として計上しておりま
す。
　回収可能価額は正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売却価額について
は、不動産鑑定評価額（過去に取得した不動産鑑定評価に地価の変動を反映させて補正する方
法を含む）等に基づいて算定しております。また、使用価値については、将来キャッシュ・フ
ローに基づき算定しております。

（2）主要な仮定
　不動産鑑定評価額（過去に取得した不動産鑑定評価に地価の変動を反映させて補正する方法
を含む）には原価法が適用され、主要な仮定は土地の更地価格であります。
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受取手形 123百万円
売掛金 17,497百万円

２．流動負債「その他」のうち、契約負債の残高 103百万円

３．有形固定資産の減価償却累計額 83,641百万円

売掛金 2,643百万円

普通株式 25,784,659株

（3）翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　固定資産の減損の判断に用いた主要な仮定は合理的と認識しております。
　しかし、市場環境の変化等により不動産鑑定評価額（過去に取得した不動産鑑定評価に地価
の変動を反映させて補正する方法を含む）等が低下した場合等、見積りの前提とした条件や仮
定に変更が生じた場合には、固定資産の減損損失が発生し、当社グループの業績に影響を与え
る可能性があります。

Ⅳ 連結貸借対照表に関する注記
１．受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額

減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。

４．期末日満期手形等の処理
　期末日満期手形の会計処理は手形交換日をもって決済処理しております。
　また、債権の一部については、手形と同様の期日条件で現金決済する方式を用いております。
　当連結会計年度は期末日が金融機関休業日のため、期末日期日債権の一部が期末残高に含まれ
ております。
　その主なものは次のとおりであります。

Ⅴ 連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
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①　配当金の総額 773百万円
②　１株当たり配当額 30円
③　基準日 2023年12月31日
④　効力発生日 2024年 3 月25日

①　配当金の総額 773百万円
②　１株当たり配当額 30円
③　配当の原資 利益剰余金
④　基準日 2024年12月31日
⑤　効力発生日 2025年 3 月26日

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

　2024年３月22日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2025年３月25日開催予定の定時株主総会に、次のとおり付議する予定であります。

Ⅵ 金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画等に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達してお
ります。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行
借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用してお
り、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒
されております。
　敷金及び保証金は、取引先の信用リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形、買掛金及び未払金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であ
ります。
　借入金は、設備投資等に係る資金調達を目的としております。
　デリバティブ取引は、持分法適用関連会社で実施している外貨建ての営業債務に係る為替変
動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約取引であります。
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（3）金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、各事業部における営業管理部門が主要
な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するととも
に、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社に
ついても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管理を行っております。また、敷金及び保
証金については各事業部における営業管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリン
グし、取引相手ごとに期日及び残高を管理しております。連結子会社についても、同様の管
理を行っております。
　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため
信用リスクはほとんどないと認識しております。

②　市場リスク（為替等の変動リスク）の管理
　当社グループは、外貨建ての営業債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リス
クに対して、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、
市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限等を定めた管理規程に従い、決裁担
当者の承認を得て行っております。
　なお、連結子会社についても、同様の管理を行っております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するととも
に、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社について
も、同様の管理を行っております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用
することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表
計 上 額 時価 差額

（1）投資有価証券（＊２） 6,490 16,349 9,858
（2）敷金及び保証金 1,998 1,972 △25
資産計 8,488 18,321 9,832
デリバティブ取引 4 6 2

２．金融商品の時価等に関する事項
　2024年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。

（単位：百万円）

（＊1）現金及び預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、短期借入金、未払金は短期間で決済されるため、
時価が帳簿に近似することから注記を省略しております。

（＊2）投資有価証券には、持分法適用の上場関連会社株式を含めており、差額は当該株式の時価評価によるものであ
ります。なお、非上場株式等（連結貸借対照表計上額367百万円）は、市場価格のない株式等であるため、
「（1）投資有価証券」には含めておりません。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３
つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ
れる当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場時価により算
定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
しております。
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区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券
株式 1,139 ― ― 1,139

資産計 1,139 ― ― 1,139
デリバティブ取引

通貨関連 ― 6 ― 6
負債計 ― 6 ― 6

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

関係会社株式 15,209 ― ― 15,209
敷金及び保証金 ― 1,972 ― 1,972

資産計 15,209 1,972 ― 17,182

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた
め、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
　為替予約の時価は、取引金融機関から提示された価格に基づき算定しており、レベル２の時
価に分類しております。

敷金及び保証金
　これらの時価について、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを国債の利
回り等に信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時
価に分類しております。
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（1）ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。
（2）ヘッジ会計が適用されているもの　：ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約

額または契約において定められた元本相当額等
は、次のとおりです。

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等
時価 当該時価の算定方法うち１年超

為替予約等の
繰延ヘッジ処理

為替予約取引
買建　米ドル 仕入債務 167

（＊1） ― 6
（＊1）

取引金融機関から提
示された価格に基づ
き算定している

洋菓子事業 製菓事業 その他 合計
売上高

洋菓子 24,755 ― ― 24,755
レストラン 6,129 ― ― 6,129
菓子 ― 71,286 ― 71,286
飲料 ― 4,391 ― 4,391
その他 ― ― 3,215 3,215

顧客との契約から
生じる収益 30,884 75,677 3,215 109,777

その他の収益 ― ― 207 207
計 30,884 75,677 3,422 109,984

（注１）デリバティブ取引に関する事項
デリバティブ取引

（単位：百万円）

（＊1）為替予約等の繰延ヘッジ処理によるものは、持分法適用関連会社で実施している仕入債務に対する為替予約によるも
のであります。契約額及び時価については、当社の持分相当額を乗じて算出しており、税効果相当額を控除して連結
貸借対照表に計上しております。

Ⅶ 収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、キャラクターグッズ等の通信販売、ライセンス事業、不動産事業及び事務受託業務等でありま
す。
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当連結会計年度
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 16,443 17,621
契約負債 135 103

１．１株当たり純資産額 2,246円82銭

２．１株当たり当期純利益 64円90銭

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記　３．会計方針に関する事項　
（6）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並び
に当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込
まれる収益の金額及び時期に関する情報

（1）契約負債の残高等
（単位：百万円）

　契約負債は、主に、製品または商品の出荷時に収益を認識する顧客との販売契約について、
支払条件に基づき顧客から受け取った前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認
識に伴い取り崩されます。当連結会計年度に認識した収益のうち、当連結会計年度期首の契約
負債に含まれていた金額は、114百万円であります。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務
上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契
約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

Ⅷ １株当たり情報に関する注記

Ⅸ 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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個別注記表
Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品、仕掛品及び貯蔵品は総平均法による原価法
原材料は、主として最終仕入原価法による原価法
（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

３．固定資産の減価償却方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によってお
ります。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
き、また、商標権につきましては、10年～15年の定額法により償却しております。

（3）リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　将来の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。
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退職一時金 確定給付企業年金 合計
退職給付引当金 △2,820百万円 ―百万円 △2,820百万円

(退職給付信託の年金資産控除前)
前払年金費用 ― 304 304

(退職給付信託の年金資産加算前)
退職給付信託の年金資産 916 ― 916

(未認識数理計算上の差異を除く)
退職給付引当金 △1,903 ― △1,903

(退職給付信託の年金資産控除後)
前払年金費用 ― 304 304

(退職給付信託の年金資産加算後)

（2）賞与引当金
　従業員に支給する賞与に充てるため、当社賞与支給規程に従い、将来の支給見込額のうち、
当期の負担額を計上しております。

（3）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（９年）
による定額法により、翌事業年度から費用処理しております。
　なお、当事業年度末における退職給付債務は4,895百万円、年金資産は2,592百万円、退
職給付信託は2,088百万円であります。
　また、当事業年度末における退職給付引当金並びに同引当金と相殺されている退職給付信
託における年金資産（未認識数理計算上の差異を除く）は、以下のとおりであります。

５．重要な収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該
履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
①　洋菓子事業

　洋菓子事業においては、ケーキ、ベーカリー、デザート、アイスクリーム等洋菓子の製造・
販売、喫茶及び飲食店の経営を行っております。
　直営店における洋菓子の販売・喫茶及びレストランの運営については、顧客に商品または製
品を引き渡した時点、飲食サービスを提供した時点でそれぞれ履行義務が充足されることか
ら、顧客から対価を収受した時点で収益を認識しております。顧客との契約において約束され
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た対価は、概ね履行義務の充足時点にて回収しており、対価の金額に重要な金融要素は含まれ
ておりません。
　フランチャイズ加盟店や量販店等への販売については、顧客との販売契約等で定められた契
約条件に基づき、主として製品または商品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義
務は、製品または商品を引渡す一時点において顧客が当該製品または商品に対する支配を獲得
して充足されますが、製品または商品の出荷時から引渡時までの期間が通常の期間であること
から、当該製品または商品の出荷時点で収益を認識しております。
　なお、取引価格は顧客との契約において約束された対価から、販売奨励金またはセンターフ
ィー等を控除した金額で測定しております。顧客との契約において約束された対価のうち、顧
客に返金すると見込んでいる額については、契約条件や過去の実績等を含む合理的に利用可能
な情報から見積もっております。
　約束された対価は履行義務の充足時点から概ね１ヶ月以内で回収しており、対価の金額に重
要な金融要素は含まれておりません。

②　製菓事業
　製菓事業においては、チョコレート、キャンディ、ビスケット及び飲料等菓子食品の製造及
び販売を行っております。
　当該販売については、顧客との販売契約で定められた契約条件に基づき、製品または商品を
引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、製品または商品を引渡す一時点におい
て顧客が当該製品または商品に対する支配を獲得して充足されますが、製品または商品の出荷
時から引渡時までの期間が通常の期間であることから、当該製品または商品の出荷時点で収益
を認識しております。
　なお、取引価格は顧客との契約において約束された対価から、値引き及びリベート等を加味
した価格を控除した金額で測定しております。顧客との契約において約束された対価のうち、
顧客に返金すると見込んでいる額については、契約条件や過去の実績等を含む合理的に利用可
能な情報から見積もっております。
　約束された対価は履行義務の充足時点から概ね１ヶ月以内で回収しており、対価の金額に重
要な金融要素は含まれておりません。

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれら
の会計処理の方法と異なっております。
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項　　目 金　　額
減損損失 113
有形固定資産 28,509
無形固定資産 1,268

１．関係会社に対する金銭債権・債務
関係会社に対する短期金銭債権 4,660百万円
関係会社に対する短期金銭債務 474百万円
関係会社に対する長期金銭債務 228百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 72,348百万円

Ⅱ 会計上の見積りに関する注記
１．固定資産の減損

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
（単位：百万円）

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表「Ⅱ 会計上の見積りに関する注記　固定資産の減損　２．識別した項目に係
る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に同一の内容を記載しているため、注記を省
略しております。

Ⅲ 貸借対照表に関する注記

　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。

３．貸借対照表に計上した固定資産のほかに菓子生産設備の一部営業車両及びパーソナルコンピュ
ータ等の事務機器をリース契約により使用しております。
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不二家乳業㈱ 100百万円
㈱ダロワイヨジャポン 14百万円
合計 115百万円

売掛金 2,600百万円

１．関係会社との取引高
売上高 6,478百万円
仕入高 4,539百万円
その他の営業取引高 514百万円
営業取引以外の取引高 938百万円

株式の種類 当事業年度期首の
株　式　数　(株)

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数 (株)

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数 (株)

当 事 業 年 度 末 の
株　式　数　(株)

普通株式(注) 8,779 221 ― 9,000

４．保証債務
関係会社他の営業債務に対する保証

５．期末日満期手形等の処理
　期末日満期手形の会計処理は手形交換日をもって決済処理しております。
　また、債権の一部については、手形と同様の期日条件で現金決済する方式を用いております。
　当事業年度は期末日が金融機関休業日のため、期末日期日債権の一部が期末残高に含まれてお
ります。

Ⅳ 損益計算書に関する注記

Ⅴ 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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個別注記表

繰延税金資産
賞与引当金 116百万円
貸倒引当金 377
未払歩戻金 80
未払事業税 69
退職給付引当金 567
資産除去債務償却費 79
退職給付信託設定 755
関係会社株式評価損 397
子会社株式 206
減価償却超過額 224
その他 168
繰延税金資産小計 3,042
評価性引当額 △1,171
繰延税金資産計 1,870

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △227
前払年金費用 △94
繰延税金負債計 △322

繰延税金資産の純額 1,547

Ⅵ 税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

－ 18 －
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個別注記表

１．親会社 （単位：百万円）

種類 会 社 等 の 名 称
議決権等の
所 有 ( 被 所
有)割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引

金 額 科　目 期 末
残 高

親会社 山崎製パン（株） 被所有
直接　54.4

当社製品の販売 製 品 の 販 売
(※1) 4,703 売 掛 金 707

同社製品の仕入 製 品 の 仕 入
(※1) 346 買 掛 金 35

当社事務業務の
委 託

事 務 委 託 業 務
(※4) 70 未 払 金 5

当 社 不 動 産 の
賃 貸

土 地 ・ 建 物 等
の 賃 貸 (※5) 87 前 受 金 12

当 社 不 動 産 の
賃 貸

土 地 ・ 建 物 等
に 関 わ る 保 証
金の返還(※5)

31 預り保証金 259

役 員 の 兼 務

２．子会社 （単位：百万円）

種類 会 社 等 の 名 称
議決権等の
所 有 ( 被 所
有)割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引

金 額 科　目 期 末
残 高

子会社 （株）不二家神戸 所有
直接　100.0

当社製品の販売 製 品 の 販 売
(※1) 579 売 掛 金 138

同社製品の仕入 製 品 の 仕 入
(※1) 1,354 買 掛 金 189

資 金 の 援 助 資 金 の 貸 付
(※2) ― 短期貸付金

(※2) 1,970

役 員 の 兼 務

子会社 日本食材（株） 所有
直接　50.7

同社製品の仕入 製 品 の 仕 入
(※1) 1,192 買 掛 金 98

役 員 の 兼 務

Ⅶ 関連当事者との取引に関する注記

（取引条件及び取引条件の決定方針等）
※１. 上記各社への製品の販売及び仕入については、実勢価額を勘案して合理的に決定しております。
※２. 資金の貸付に係る利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、経営再建のための支援の

一環として、利息の減免を行っております。
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個別注記表

１．１株当たり純資産額 1,685円20銭

２．１株当たり当期純利益 36円20銭

※３．子会社への貸付及び短期債権に対し、合計972百万円の貸倒引当金を計上しております。また、当期において合計
449百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

※４. 事務業務の委託料については、実勢価額を勘案して合理的に決定しております。
※５. 不動産の賃貸については、不動産鑑定士の鑑定評価額に基づいて決定しております。

Ⅷ １株当たり情報に関する注記

Ⅸ 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「重要な会計方針に係る事項
に関する注記　５．重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

Ⅹ 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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